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31km圏(UPZ)：
人口約80万人

PAZ：人口約４万人

浜岡原子力発電所

①県道大東相良線~県道41号~袋井IC
①ʻ国道150号〜浜松市（原子力単独災害）
②県道247号~県道38号~掛川IC
③県道掛川浜岡線〜菊川IC
④大規模農道~県道浜岡菊川線~相良牧之原IC
⑤国道150号バイパス〜相良牧之原IC
⑥国道150号〜吉田IC

袋井IC

掛川IC

相良牧之原IC

⑤

一
級
河
川

菊
川
水
系

森掛川IC

東名高速道路(下り方面)

新東名高速道路(下り方面)

新IC

国道1号バイパス

掛川PA
（新IC）

優先すべき避難路
・浜岡原子力発電所を中心として市避難計画上及び想定される避難路を合わせた６ルートで直近の高速ICに避難するための経路の確保及びICの追加
・東名高速道路に集中し利用できない可能性を考え新東名掛川PAのスマートIC化（構想段階）（国交省道路局高速道路課）
・一級河川菊川水系の氾濫により、ルートが制限されないよう河川対策（国交省水管理・国土保全局治水課）

県道473号

島田金谷IC

菊川IC

吉田IC

⑥

焼津IC
藤枝PA

磐田市

①ʻ ：市計画上のﾙｰﾄ
：想定されるﾙｰﾄ

原子力災害時の避難道路の路線計画 令和８年２月27日現在



市境

国道

県道

凡例

御前崎市における避難道路等の整備への協力要請

浜岡原子力発電所

②市道の無電柱化

④放射線防護施設の設置

①二級河川新野川護岸改修
　　（河口から新川橋まで）

③国道150号の４車線化

御前崎市役所

現在検討箇所
（地区要望箇所）



【概算金額】 
①二級河川新野川護岸改修（河口から新川橋まで） 金額は未定 
②市道の無電柱化      160 億円 
③国道 150 号の４車線化   12 億円 
④放射線防護施設の設置   ８億円 
 
【現状と事業効果】 
①  

事業名 二級河川 新野川護岸改修 延長 シミュレーション結果による 

現状 
第５次地震被害想定策定時に浜岡原子力発電所の防波壁に衝突する津波に

ついての相談とシミュレーションを県危機管理部に依頼しており、その結果に
沿った整備については、県河川砂防局に要望している。 

効果 

・護岸を強化することで高潮や豪雨時の浸水被害を防止 
・河岸や海岸の浸食を抑え、土砂の流出を防ぐ 
・周辺地域の浸水範囲を狭め、人的・物的被害を減少させる 
・河口付近の重要な施設やインフラを守る 

 
②  

事業名 市道の無電柱化 延長 約 29ｋｍ 

現状 

地震災害と原子力災害の複合災害を想定すると、浜岡原発からの避難経路
における無電柱化の推進は喫緊の課題である。 

このため、まずは、市役所前の市道２０８号線を令和８年度に静岡県無電
柱化推進計画に位置付けるよう調整している。 

本市としては、市道から着手し、続いて国道・県道の協議を行い、来年度以
降、市の無電柱化推進計画策定を進める予定である。 

効果 
・地震、原子力災害における複合災害時の避難路において、電柱倒壊や電線断

線のリスクが減り安全性が高まり、かつ、円滑な避難を図ることができる。 

 
  



③  

事業名 国道 150 号の４車線化 延長 1.2ｋｍ 

現状 

牧之原市内である当該箇所は、静岡県、牧之原市、御前崎市で事業化に向
けた協議を行っている。現在、牧之原市が地元自治会に対し、整備に関する
意見照会を依頼し自治会内で意見集約を行っている。 

県は、本年度、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）の整備計画に本
事業の位置づけを行ったが、地元意見集約が完了していないことから、牧之
原市、御前崎市も合意の上、令和８年度の予算要望を見送っている。 

本市が当該箇所を要望する理由は、一部が本市の土地であることと、避難時
に当該区間を使用して東名高速道路相良牧之原IC へ向かう人たちの多くが本
市民であるため。 

効果 
・一度に通行できる車線数が増え、円滑な通行が可能となる 
・道路が広くなることで緊急車両が通行できるスペースが確保しやすい 
・物流の効率化や移動時間の短縮が見込まれ地域経済の活性化につながる 

 
④  

事業名 放射線防護施設の設置 場所 池新田地区内 

現状 

 池新田地区の要配慮者の避難先が災害対策本部（御前崎市役所西館）と同じ
場所に設定されているため、災害対策本部の運営に支障をきたす恐れがある。
したがって、西館避難所への避難者を同地区の他の場所へ移すことが課題とな
っている。 

効果 
・新たな避難先を設置することで、災害対策本部（御前崎市役所西館）へ避難

する要配慮者 130 名分の避難場所の確保ができる 
・周辺住民の健康リスクを軽減し、安全な生活環境を提供することができる 

 


